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ポポポーーーララランンンドドド政政政治治治・・・社社社会会会情情情勢勢勢   
（（（２２２０００１１１２２２年年年２２２月月月２２２日日日～～～８８８日日日）））   

平成 24 年（2012 年）2 月 10 日 
 

H E A D L I N E S 

政治 
偽造品の取引の防止に関する協定(ＡＣＴＡ)をめぐる問題 

クファシニエフスキ元大統領，パリコト議員と会談 

コモロフスキ大統領，年金制度改革の必要性に言及 

ＮＡＴＯ国防相級非公式会合開催 

軍，Ｆ－１６戦闘機用装備品等を米国から購入予定 

コモロフスキ大統領等，ミュンヘン安全保障会議に出席 

シコルスキ外相，第１７回バルト海諸国閣僚会議に出席 

シリア情勢に対するポーランド外務省の対応 

シコルスキ外相，ウクライナ訪問 

アフガニスタン派遣部隊の規模縮小計画に関する報道 

独国防相，ポーランド訪問 

在オランダ・ポーランド大使館，オランダ野党ＰＶＶの反移民ウェブサイトに抗議 

経済 
ＥＵ予算交渉，１２月に終了予定 

シェールガス開発に係る特別目的会社の設立 

農業相，ＥＵの食品残渣を指摘 

国債の発行，順調な見通し 

２０２０年までに小規模農場が消失する可能性あり 

補助金と減税，企業優遇措置をめぐる動向 

ディーゼル車の需要が減少 

ポーランド，イノベーションで遅れ 

ポーランド産鶏肉，中国に進出 

増大する病気休暇申請が課題 

ＰＧＥ社社長交代と新投資戦略 

社会 
寒波による死者数５３人に 

マドンナ，ワルシャワでコンサート開催予定 

大使館からのお知らせ                                                          
平成２４年度分教科書の配付について 

ヴロツワフ領事出張サービスについて 

東日本大震災義捐金受付について 

文化行事・大使館関連行事 

在ポーランド日本国大使館 

ul.Szwolezerow 8, 00-464 Warszawa  Tel:+48 22 696 5000 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm 
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政    治 

内    政 
 

偽造品の取引の防止に関する協定(ＡＣＴＡ)をめぐる

問題【３，６日】 

３日，トゥスク首相はＡＣＴＡに関する社会協議が

欠如していたことを認め，少なくとも年内はＡＣＴＡを

批准しないと発言。６日，同首相及び関係閣僚は，

専門家や市民らが参加するＡＣＴＡに関する公開討

論会に出席。 

 

クファシニエフスキ元大統領，パリコト議員と会談【7

日】 

７日，クファシニエフスキ元大統領は，パリコト議

員と会談し，ポーランドにおける左派政党の状況に

つき意見交換を行った。「パリコト運動」報道官は，同

会談は私的なものと説明。 

 

コモロフスキ大統領，年金制度改革の必要性に言及

【８日】 

８日，コモロフスキ大統領は，議員団と下院の年

金制度に関する協議を行った後，新たな年金制度の

構築は不可欠との見解を表明。さらに，野党から出

ている年金制度改革を国民投票にかけるとの提案

に否定的な考えも示した。同日，カミシュ労働・社会

政策相は，間もなく年金支給年齢引き上げ法案を提

出すると発言。 

 

外    交 
 

ＮＡＴＯ国防相級非公式会合開催【２日】 

２日，シェモニャク国防相は，ブリュッセルで開か

れたＮＡＴＯ国防相級非公式会合に出席。ＩＳＡＦ貢献

国会合，北大西洋理事会等に参加。会合後，国防

相は記者団に対し，アフガニスタン駐留部隊の撤収

については２０１０年のＮＡＴＯ首脳会議で規定され

ており，我々は一緒に撤収するという原則を一貫し

て順守していると言明。 

 

軍，Ｆ－１６戦闘機用装備品等を米国から購入予定

【２日】 

２日，米国防安全保障協力局（ＤＳＣＡ）は，ポーラ

ンド向けＦ－１６戦闘機用装備品等のＦＭＳ（対外有

償援助）契約予定内容（総額４４７百万ドル）を発表。

同局は，「同盟国ポーランドの強力な自衛能力構築

への支援は米国にとっても重要。また，今回の契約

は地域の軍事バランスを変化させるものではない」と

コメント。 

 

コモロフスキ大統領等，ミュンヘン安全保障会議に

出席【３～５日】 

３～５日，コモロフスキ大統領は，ミュンヘン安全

保障会議に出席。会議の席上，北大西洋間関係の

変化に対応するため，ＥＵは，新安全保障戦略を策

定することが必要である旨主張。また，シコルスキ外

相及びシェモニャク国防相も同会議に同行し，各国

外相及び国防相と会談を行っている。 

 

シコルスキ外相，第１７回バルト海諸国閣僚会議に

出席【５日】 

５日，シコルスキ外相は，プレーン（独）において開

催された第１７回バルト海諸国閣僚会議に出席。環

バルト海地域の１１か国のほか，欧州対外活動庁か

らも代表が出席し，地域におけるエネルギー安全保

障等について協議。 

 

シリア情勢に対するポーランド外務省の対応【５，６

日】 

 ５日，シコルスキ外相は，中露が国連安全保障理

事会におけるシリア決議案に拒否権を発動したこと

に失望の意を表明。また，６日，ポーランド外務省は，

シリアに滞在する米国市民及び在シリア米国大使館

の財産の保護に関する米国との合意に署名し，シリ

アにおいて，在ポーランド大使館が米国大使館の業

務を代行する旨発表。 

 

シコルスキ外相，ウクライナ訪問【７日】 

 ７日，シコルスキ外相は，ウクライナを訪問し，両国

外務省による年次会合に出席。本年の重要議題は

サッカーのユーロ２０１２大会の準備。また，シコルス

キ外相は，ヤヌコーヴィチ・ウクライナ大統領，グリシ

チェンコ同外相及び野党関係者等と会談。シコルス

キ外相は，ＥＵとウクライナの連合協定への仮署名

は３月となる見込みであるが，政治情勢にかんがみ，

署名は困難と発言。 

 

アフガニスタン派遣部隊の規模縮小計画に関する報

道【８日】 

８日付ガゼタ・ヴィヴォルチャ紙は，今秋，ポーラン

ド軍アフガニスタン派遣部隊の規模が，２，５００名か

ら１，８００名に削減され，担当する地域も縮小される

予定と報道。 

 

独国防相，ポーランド訪問【８日】 

８日，デ・メジエール独国防相がポーランド・シチェ

チンを訪問し，シェモニャク国防相と会談。アフガニ

スタン，ＮＡＴＯシカゴサミット，両国間の防衛協力等

について協議。アフガニスタンに関しては，両国は２ 



Poland Weekly Review                                         Embassy of Japan in Poland 

 - 3 - 

 

０１４年の撤収に向け，共に撤収計画を進めることを

確認すると共に，２０１４年以降の貢献のあり方につ

いて協議。 

 

在オランダ・ポーランド大使館，オランダ野党ＰＶＶの

反移民ウェブサイトに抗議【８日】 

 ８日，在オランダ・ポーランド大使館は，同国の反 

 

移民政党ＰＶＶ（与党に閣外協力）が東欧出身の移

民を批判するウェブサイトを開設したとして抗議。同

サイトは，東欧からの２０～３５万人の移民の大半が

ポーランド人であるとした上で，犯罪，過剰な飲酒，

薬物中毒，風紀の悪化等，移民とのトラブルの例を

投稿するよう促したとされる。 

 

 

経    済 
 

ＥＵ予算交渉，１２月に終了予定【３日】 

３日，レヴァンドフスキ予算担当欧州委員は，「２

０１４～２０２０年のＥＵの中期財政計画予算に関す

る交渉は，２０１２年の１２月に終わる見込みである，

もし終わらなければ交渉過程が遅れ，新たな事業

にも遅れが出る可能性がある」とコメント。同委員は

更に，「現在の予算を欧州にとって必要最小限と信

じるレベルに維持する。ポーランドは２０２０年まで

は安定的な予算を得られるだろう」と発言。 

 

シェールガス開発に係る特別目的会社の設立【３

日】 

政府はシェールガス開発に係る特別目的会社を

設立することを検討。同グループには，ＰＧＮｉＧ社

（ガス），ＫＧＨＭ社（鉱業），ＰＧＥ社（電力）及びタウ

ロン社（電力）が参加する見込み。４社は最近，ヴェ

ジヘロボ鉱区での開発協力にも署名済み。国有財

産省に近い関係者は，ＰＧＮｉＧ社がライセンス及び

これまで同社が行った投資の全てを特別目的会社

に提供し，他の３社がそれぞれ最初に約１億ズロチ

を提供することを明らかにしている。４社それぞれ

が特別目的会社の監査役会に代表権を持つことに

なる。新会社の会計は独立しており，資金は銀行

や株式市場から調達する。これは，同社のビジネ

ス･プランが魅力的なものであるか，そして金融市

場がポーランドにおけるシェールガス開発に確信を

得ているのかテストされる場ともなる。 

 

農業相，ＥＵの食品残渣を指摘【６日】 

６日，サヴィツキ農業相は，欧州議会の食品残

渣（ざんさ）に関する解決策について，「欧州では，

７９百万人が栄養不足に瀕している。もし，ＥＵ市民

が食品の食べ残しを半分にすると，栄養不足に悩

んでいる人たちは４㎏の食品を毎日享受できること

になる」と述べた。欧州では，年間８９百万トンの食

品残渣が発生しており，欧州委員会は貧困者対策

として年間で５億ユーロを準備する予定。ポーラン

ド食品銀行連盟によると，国内では３０万トンの食

品残渣が年間発生する一方，２００万人の人々が

貧困生活を送っている。 

 

国債の発行，順調な見通し【６日】 

財務省は２年物国債と５年物国債の入札を行い，

これにより最大で６０億ズロチの調達を予定。専門

家は，政府が問題なく調達できると見込んでいる。

ジェンニク・ガゼタ・プラヴナ紙によると，先週，財務

省は１０年物国債を約３０億ズロチ発行，需要はそ

れを上回る４８億ズロチに達した。利回りは第二市

場における需要拡大により下落。１月頭には５年物

国債の利回りは５．４％であったが先週末には５％

まで下落している。 

 

２０２０年までに小規模農場が消失する可能性あり

【６日】 

農業食品経済研究所の専門家は，小規模農場

を有する約３７万の農家が２０２０年までに消失する

ことになると指摘。一方，こうした傾向にもかかわら

ず，今後もポーランドでは１～５ｈａの小規模農場が

支配的であり続ける見込み。同研究所は，小規模

農場が約６３万７千あるポーランドの農場のうち５

２％を占めると推計している。また，その他の専門

家は，国内の農場の８１％は小規模であるため，生

産や収穫量拡大のための潜在力がなく，農業構造

における改革なくして生産量の減少傾向を食い止

めることはできないと指摘。 

 

補助金と減税，企業優遇措置をめぐる動向【７日】 

各企業は，ＥＵ及び政府からの補助金並びに経

済特別区における減税という二つの優遇措置を享

受することが，今後政府によって制限されることを

懸念しており，海外投資情報庁は企業から多くの

質問を受けている。同庁のマイマン総裁は，今後も

両方の優遇措置を受けることができるよう努力して

いくつもりと約束。この背景には，財務省が，投資

額が１０億ズロチを超える案件にのみ両優遇措置

を与える可能性を提案していることがある。専門家

は，そうした投資は国内では稀と指摘。経済省は，

新たな基準について検討中と説明。 

 

ディーゼル車の需要が減少【７日】 

現在，ポーランドの平均ディーゼル価格が５．７７

ズロチであるのに対し，ガソリン価格は５．６１ズロ
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チと，ディーゼル価格がガソリン価格を上回ってい

る。英国，ハンガリー，チェコなどでも同様の傾向に

ある。ディーゼル価格はポーランドの自動車販売状

況にも影響を与えている。２０１０年には新車販売

の４３％をディーゼル車が占めていたが，２０１１年

には３８．２％に落ち込んでいる。中古車市場にお

いてもガソリン車の人気が高まっており，多くの所

有者がディーゼル車を手離したがっている。 

 

ポーランド，イノベーションで遅れ【８日】 

ポーランドは，２０１１年の科学技術関連支出が

政府部門で８．７％，民間部門で２．７％と前年より

増加したにもかかわらず，欧州委員会のイノベーシ

ョンランキングで順位を一つ下げた。現在２３位で，

ＥＵ加盟国の中では，「中間のイノベーター」に含ま

れている。２４の評価項目のうち，１５項目で改善が

図られたものの，ＥＵ平均を超えているのは大学卒

業生徒数など４つのみ。中小企業の革新技術への

投資は，７．５％ほど下がっている。アダムスミスセ

ンターは，「悪い結果は，研究資金の割当先が間違

っているため」と指摘する。 

 

ポーランド産鶏肉，中国に進出【８日】 

鶏肉生産のＫｏｎｓｐｏｌ社が海外市場への進出を

拡大中。同社は，海外での業務拡張は計画どおり

とし，直近の目標は，中国，インドネシア，アルゼン

チンへの進出としている。１２年半ばには中国での

工場建設に着手し，インドネシアの提携先との話し

合いは１２年末を目途とする。同社代表のＫａｚｉｍｅｒ

ｚ Ｐａｚｇａｎによると，「日本の投資家との間でもビ

ジネスコンタクトが開始された。我が社では，すべて

の工程段階で品質を点検し，最高品質の製品を提

供している」と述べた。同社製品は，ビエドロンカ，

テスコ，マクドナルド，ＫＦＣといったチェーン店に供

給されている。 

 

増大する病気休暇申請が課題【８日】 

社会保険庁（ＺＵＳ）が委託した調査によると，２０

１１年，政府は病気休暇のために７０億ズロチを負

担したが，休暇申請者のうち１０人に１人の診断書

は不当なものであったことがわかった。専門家は，

休暇申請増大の傾向は，労働市場の悪化が一因

であると指摘。同様の傾向は２００９年にもあり，こ

の時も労働市場の悪化により労働者の不安が煽ら

れていた。また，２０１１年は健康保険負担の停止

や滞納が１億５，０００万ズロチに上ったことも判明。

さらに，社会保障基金（ＦＵＳ）の調査では，２０１３

～２０１７年には同基金は１７０億ズロチの赤字とな

ることが見込まれている。政府は，偽装病欠を防ぐ

ために，１日又は数日の病欠では手当を支払わな

いという解決策を導入する可能性もある。 

 

ＰＧＥ社社長交代と新投資戦略【６，８日】 

ポーランド･エネルギー･グループ（ＰＧＥ）社は，２

月中に同社及び同社子会社のＰＧＥ原子力エネル

ギー社新社長をそれぞれ選任する予定。ザドロガ

前社長が双方の社長を兼務していた一方，今後は

両社の社長には別人物が就任することになるが，

意思決定プロセスがどう変わるのか明らかとなって

いない。また，ＰＧＥ社は新たな投資戦略を近々公

表する予定。原子力発電所建設に係る入札プロセ

スが予定より遅れているが，社長交代及び新投資

戦略の策定が原因ではないかと指摘する専門家も

いる。新投資戦略では，引き続き石炭火力発電を

第１の柱と位置づけ，原子力エネルギーを第２の柱，

再生可能エネルギーはこれら２本柱を補完するも

のと位置づける模様。 

  

社    会 
 

寒波による死者数５３人に【５日】 

５日，内務省は，ポーランド国内で，３日までの一

週間に，寒波の影響で５３人が死亡したと発表。犠

牲者のほとんどがホームレスの人々で，その多くが

アルコールによる酩酊状態の中，避難場所を探して

いたものと見られる。ポーランドでは，夜中の気温が

－３０度以下に低下していた。 

 

マドンナ，ワルシャワでコンサート開催予定【７日】 

ポップスの女王・マドンナが，８月１日，ワルシャワ

のナショナル・スタジアムにおいて，「２０１２年ワール

ド・ツアー」の一環として，コンサートを開催予定。ス

タジアムを管理する担当者は，「２０１２年の音楽イベ

ントの中で，もっとも盛大なものの一つになるだろう」

とコメント。マドンナ（Ｍａｄｏｎｎｎａ Ｌｏｕｉｓｅ Ｖｅｒｏｎｉｃ

ａ Ｃｉｃｃｏｎｅ）は，１９８３年のファーストアルバム「Ｍ

ａｄｏｎｎａ」でデビュー後，２千万枚の大ヒットとなった

「Ｌｉｋｅ ａ Ｖｉｒｇｉｎ」を始め，これまで３億万枚以上の

アルバムを売上げている。 

 

 

大使館からのお知らせ 
 

平成２４年度分教科書の配付について 
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大使館では，ポーランド在住の邦人子女を対象に，平成２４年度分教科書を配付いたします（ワルシャワ日

本人学校に通学しているお子様には学校から配付されますので，今回の配付の対象とはなりません）。詳しく

は下記ＨＰをご覧ください。 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/konsulat/j_20120201.html 

 

ヴロツワフ領事出張サービスについて 

大使館は，３月３日（土）１０時から１３時までの間，Ｈｏｔｅｌ Ｍｅｒｃｕｒｅ Ｗｒｏｃｌａｗ Ｐａｎｏｒａｍａ（Pl. 

Dominikanski 1, 50-159, Wroclaw）において，領事出張サービスを実施します。詳しくは，下記ＨＰをご覧下さい。 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/konsulat/ryoji_sabisu_0112.pdf 

 

東日本大震災義捐金受付について 

当館における東日本大震災義捐金受付は，平成２４年３月３１日（土）までに延長いたしました。詳しくは下記

ＨＰをご覧下さい。 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/jishin/gienkin_j.htm 

 

文化行事・大使館関連行事 
 

〔開催中〕 日本ポーランドふろしきデザインコンテスト受賞作品展示 【２月２日（木）～２９日（水）】 

在ポーランド日本国大使館広報文化センターにて，「日本ポーランドふろしきデザインコンテスト」の受賞作品

展示が開催されます。同ふろしきコンテストは，国際交流基金と当館共催により，文化・国民遺産省及びワルシ

ャワ美術大学の協力を得て，昨年１０月～１１月に実施されたものです。審査の結果選ばれた１２点の作品を，

広報文化センター展示ホールにてご覧いただくことができます。入場は無料です。 

問合せ先・開催場所：当館広報文化センター（住所：Al.Ujazdowskie 51, Warszawa，電話：22-584-7300， Ｅメー

ル：info-cul@emb-japan.pl） 

 

〔開催中〕 Ａ－２１ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ａｒｔ Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎ展示会【２月１０日（金）～１６日（木）】 

ポズナンにて，ポーランドアーティスト協会主催により，日本人のアーティスト・グループＡ－２１ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎ

ａｌ Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎの展示会が開催されています。展示会の他，日本人アーティストによるポーランド学生向けのワ

ークショップ等も予定されています。 

問合せ先：ポーランドアーティスト協会（住所：Szyperska 2, Poznan，電話：61 852 70 17，Ｅメール：

biuro@zpap.lap.pl，ホームページ：http://www.zpap.org.pl/） 

開催場所：PROFIL CK ポズナン城（住所：Swiety Marcin 80/82, Poznan，電話：61 64 65 200，Ｅメール：

sekretariat@zamek.poznan.pl，ホームページ：http://www.zamek.poznan.pl/） 

 

〔予定〕 第９回日本文化講座 「最後の剣が抜かれる時－現代の日本の時代劇」 【２月１５日（水）】 

当館広報文化センターにて，ヤギエロン大学日本学科・文化研究学科教授であるピオトル・クレトフスキ博士

により，現代の日本の時代劇についての講演が開催されます。参加は無料です。講座はポーランド語で行わ

れます（日本語への通訳はありません）。座席に限りがありますので，参加ご希望の方は，広報文化センターま

でご連絡下さい。 

問合せ先・開催場所：在ポーランド日本大使館広報文化センター（住所：Al. Ujazdowskie 51, 電話：22 584 

7300，Ｅメール：info-cul@emb-japan.pl） 

 

〔予定〕 展示会「浮世。日本美術からインスピレーションを受けたヤン・スタニスワフスキとその弟子の絵」 【２

月２１日（火）～５月３１日（木）】 

狩猟・乗馬博物館にて，日本美術技術博物館との協力により，「浮世。日本美術からインスピレーションを受

けたヤン・スタニスワフスキとその弟子の絵」と題する展示会が開催されます。風景画をテーマにした展示で，

モダニズム派のポーランド人画家による作品及び日本の浮世絵が展示されます。入場料は大人３ＰＬＮ（木曜

日は入場無料です）。 

開催場所・問合せ先：狩猟・乗馬博物館（住所：Ul. Szwolezerow 9, Warszawa(ワジェンキ公園敷地内)，電話：22 

522 66 30， Ｅメール：mlij@muzeum.warszawa.pl） 
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この資料は，ポーランドの政治・社会情勢を中心に，各種報道をとりまとめたものです。 

報道をベースにしておりますので，記載事項の信頼性については責任を負いかねます。 

記載事項は在ポーランド日本国大使館の見解を示すものではなく, 特定の団体・個人の利益を代表するもので

はありません。 

 

皆様からの情報提供をお待ちしています 

大使館では，読者の皆様に幅広くポーランドの情報をお伝えするため，皆様からの情報をお待ちしています。社

会・生活情報やおすすめのイベント，困ったことなど，皆様に伝えたいと思われる情報があれば，下記のアドレスま

でご連絡ください。（営利目的など，内容によっては対応できかねる場合もありますのでご了承ください。） 

 

【お問い合わせ・配信登録】 

本資料は，ポーランドに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。 「新たに配信を受けたい」，「送

付先メールアドレスを変更したい」，「配信を停止したい」等の依頼につきましては，下記のアドレスまでご連絡くださ

い。                             

大使館ウェブサイト（http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm）も併せて御覧ください。 

在ポーランド日本国大使館 newsmail@emb-japan.pl 

（ご連絡は電子メールでお願いします。） 


